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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第109期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第108期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 4,300,5954,198,32121,219,378

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△142,508△94,541 363,528

当期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △73,406 △49,992 145,301

純資産額（千円） 12,325,31512,419,41812,574,945

総資産額（千円） 16,301,14016,457,50716,920,613

１株当たり純資産額（円） 1,955.361,971.171,992.34

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）
△13.98 △9.52 27.68

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ― ―

自己資本比率（％） 63.0 62.9 61.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
87,444△425,9182,382,538

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△73,055△249,266△457,672

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△65,088 103,446△371,158

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,780,0062,809,9973,383,654

従業員数（名）     662 647 628

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第108期は潜在株式がないため、また、第

108期第1四半期連結累計（会計）期間及び第109期第１四半期連結累計（会計）期間は、１株当たり四半期

純損失であり、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 647 (50)

　（注）　従業員数は、当社グループ（当社及び連結子会社）外から当社グループへの出向受入者等を含み、当社グループ

から当社グループ外への出向者等を除いた就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社

からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 318 (22)

　（注）　従業員数は、契約社員25名を含み、出向者12名を除いた就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材

派遣会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）　

産業機械事業（千円） 1,063,288 －　

冷間鍛造事業（千円） 395,762 －

合計（千円） 1,459,051 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

当第１四半期連結会計期間における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）　

産業機械事業（千円） 180,636 －　

電機機器事業（千円） 588,602 －

車両関係事業（千円） 2,293,273 －

合計（千円） 3,062,511 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、仕入価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％）　 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）　

産業機械事業 769,369 － 1,622,288 －

冷間鍛造事業 712,656 － 391,487 －

合計 1,482,025 － 2,013,775 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
　　至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

産業機械事業（千円） 605,830 －　

冷間鍛造事業（千円） 366,548 －

電機機器事業（千円） 730,289 －

車両関係事業（千円） 2,469,034 －

不動産等賃貸事業（千円） 26,617 －

合計（千円） 4,198,321 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当社及び静岡スバル自動車株式会社は、平成22年５月14日開催の両社の取締役会におきまして、当社を株式交換完全

親会社とし、静岡スバル自動車㈱を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、株式交換契約を締結い

たしました。

株式交換の概要は、以下のとおりであります。

（1）株式交換の目的

静岡スバル自動車㈱は、当社の連結子会社（当社の持株比率50.03％）であり、連結売上高全体の約50％（平成

22年３月期実績）を占める、当社グループの車両関係事業における中核会社であります。

国内の自動車販売業界では、構造的な自動車需要の減少に加え、景気低迷による個人所得の落ち込みなどによ

り厳しい事業環境が続いております。このような状況のなか、静岡スバル自動車㈱では、持続的かつ安定的な経

営を実現するために営業拠点の統廃合・再配置をはじめとした事業再構築のための施策を進めている最中で

ありますが、当社の完全子会社となり経営の機動性及び柔軟性を高めることが、これらの取り組みを更に加速

させることに資するものであると判断いたしました。

当社といたしましても、完全子会社化することによって静岡スバル自動車㈱の経営の機動性及び柔軟性を高め

ながら、連結経営をより一層強化して事業再構築への取り組みを支援することが、グループ全体の企業価値を

高めるために重要な施策であると判断いたしました。

また、静岡スバル自動車㈱は、株式市場における資金調達を実施しておらず、また今後もその予定が無い一方

で、上場維持のための管理コストは上昇傾向にあります。このような現状のなか、完全子会社化により管理コス

トの圧縮も期待されることから、この点においても静岡スバル自動車㈱のみならず、当社グループとしての連

結経営の観点からメリットを享受できると考えております。

以上の状況をふまえて、上場を維持するメリット・デメリットについて総合的に勘案しながら慎重に協議を重

ね、両社の見解が一致した結果、この度の株式交換契約の締結に至りました。

なお、前述のとおり、静岡スバル自動車㈱は車両関係事業の中核会社としてグループ内において重要な位置を

占めているため、株式交換という手法により、今後も当社グループの一員として経営を続けてまいります。

本株式交換により、静岡スバル自動車㈱は上場廃止となりますが、本株式交換が、グループ全体としての企業価

値向上のためには必要な施策であり、両社の株主の皆さまに報いることができるものであると考えておりま

す。

（2）株式交換の内容

当社を完全親会社、静岡スバル自動車㈱を完全子会社とする株式交換

（3）株式交換の日

平成22年８月１日
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（4）株式交換の方法

株式交換の効力発生の直前時の静岡スバル自動車㈱の株主に対して、当社は1,233,323株を新たに発行し、割当

交付します。　

（5）株式交換比率

　 当社　 静岡スバル自動車㈱　

　株式交換比率 　　　　　　　　　　１　 　　　　　　　　　　0.41

（6）株式交換比率の算定根拠

株式交換比率については、その公正性と妥当性を期すため、両社から独立した第三者機関として、当社が日興

コーディアル証券株式会社を、静岡スバル自動車㈱が株式会社サンク・アンド・アソシエイツをそれぞれ選定

し、株式交換比率の算定を依頼しました。

日興コーディアル証券㈱は、当社及び静岡スバル自動車㈱の普通株式それぞれについて、①ＪＡＳＤＡＱ市場

に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法を採用し、また、②将来の事業活動の状況を評

価に反映するためディスカウント・キャッシュ・フロー法を採用して分析を行いました。各評価方式による当

社株式１株に対する静岡スバル自動車株式の割当株式数の算定結果は、市場株価平均法では0.41株～0.46株、

ディスカウント・キャッシュ・フロー法では0.22株～0.42株となりました。

㈱サンク・アンド・アソシエイツは、当社及び静岡スバル自動車㈱の普通株式それぞれについて、①ＪＡＳＤ

ＡＱ市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法を採用し、また、②将来の事業活動の

状況を評価に反映するためディスカウント・キャッシュ・フロー法を採用して分析を行いました。各評価方式

による当社株式１株に対する静岡スバル自動車株式の割当株式数の算定結果は、市場株価平均法では、0.41株

～0.45株、ディスカウント・キャッシュ・フロー法では0.32株～0.56株となりました。

当社及び静岡スバル自動車㈱は、両社の普通株式がともに上場されていることから、市場株価平均法を重視し

て株式交換比率を算定することを相当と認め、また、各社において、上述の第三者機関から提出された株式交換

比率の算定結果を参考にし、かつ両社の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案した上で交渉、協議し株式交換

比率を決定しました。

（7）株式交換完全親会社となる会社の概要

資本金　　1,337百万円（平成22年５月14日現在）

事業内容　産業機械事業、冷間鍛造事業及び電機機器事業　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析 

当第１四半期におけるわが国の経済は、アジア向けなどの海外需要に支えられた輸出及び生産の増加や、大企業を

中心とした企業収益の改善など回復の兆しが見られました。しかし、雇用情勢や設備投資については依然として過

剰感が残るなど、本格的な景気回復に向けた動きは鈍く、先行きに対する不透明感を払拭できないまま推移いたし

ました。

このような経済環境の下、当社グループにおきましては、冷間鍛造事業及び電機機器事業は前連結会計年度後半か

ら続く市況の回復により、前年同期の実績を上回りました。また、車両関係事業では国の緊急経済対策の効果によ

り、スバル新車販売部門の需要が回復傾向で推移して前年同期を上回る売上高となりました。しかし、産業機械事業

では前年同期のような大型案件が無かったため、前年同期比では売上高が減少いたしました。

この結果、当社グループの売上高は41億９千８百万円（前年同期比2.4％減）となりました。

利益面につきましては、冷間鍛造事業の業績回復による利益の改善などにより、経常損失は９千４百万円（前年同

期は１億４千２百万円の損失）、四半期純損失は４千９百万円（前年同期は７千３百万円の損失）と前年同期に比

べて改善いたしました。

 

〔産業機械事業〕

個人消費の低迷や消費者の節約志向の高まりなどから、主要顧客である食品やトイレタリー業界では設備投資に慎

重な姿勢の顧客もあり、計画の延期や中止が発生して売上を伸ばすことができませんでした。また、前年同期の売上

高を押し上げた要因であった大型充填ラインのような案件が無かったため、売上高は６億５百万円（前年同期比

50.6％減）となり、営業利益は３千８百万円（前年同期比39.4％減）となりました。

〔冷間鍛造事業〕

納入先メーカーの中国向けをはじめとした輸出の増加により、主力である電動工具部品の受注が回復し、また、自動

車部品も低調であった前年同期に比べて増加した結果、売上高は３億６千６百万円（前年同期比93.0％増）と大幅

に増加いたしました。売上高の増加に加え、工場の稼働率が向上したことにより利益が改善され、営業利益は４千４

百万円（前年同期は８百万円の損失）となりました。

〔電機機器事業〕

半導体や液晶関連の機械メーカーをはじめとして県内製造業向けの需要が改善され、主要販売店の売上が堅調に推

移した結果、主力であるＦＡ関連機器の売上が回復基調で推移いたしました。また、空調機器や発電設備などの設備

機器も前年同期の実績を上回ったことから、売上高は７億３千万円（前年同期比43.5％増）、営業利益は４百万円

（前年同期は１千万円の損失）となりました。

〔車両関係事業〕

エコカー減税及び補助金が平成22年９月まで延長されたことにより需要は回復傾向で推移し、前年同期に比べてス

バル新車販売台数が増加いたしました。この結果、減税及び補助金の恩恵をほとんど受けない中古車販売部門、輸入

車販売部門及び整備部門の業績は振るいませんでしたが、売上高は24億６千９百万円（前年同期比5.3％増）とな

りました。営業損益は、一部経費が増加したため９千３百万円の損失（前年同期は８千６百万円の損失）となりま

した。

〔不動産等賃貸事業〕

ほぼ前年同期並みの、売上高２千６百万円、営業利益１千万円となりました。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は164億５千７百万円となり、前連結会計年度末から４億６千３百万円減

少いたしました。

この内、流動資産は75億９千４百万円となり、前連結会計年度末から３億９千３百万円減少いたしました。この主な

原因は、現金及び預金の減少５億７千３百万円、受取手形及び売掛金の減少３億２百万円、商品及び製品の増加１億

２千９百万円及び仕掛品の増加３億円です。

固定資産は前連結会計年度末とほぼ同額の88億６千２百万円となりました。　

負債合計は40億３千８百万円となり、前連結会計年度末から３億７百万円減少いたしました。この主な原因は、支払

手形及び買掛金の減少６億５千５百万円、短期借入金の増加１億５千２百万円、未払法人税等の減少１億１千６百

万円、賞与引当金の増加１億７千５百万円です。

純資産合計は124億１千９百万円となり、前連結会計年度末から１億５千５百万円減少いたしました。この主な原因

は、利益剰余金の減少９千１百万円です。 

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、28億９百万円であり、前第

１四半期連結会計期間末から10億２千９百万円資金が増加いたしました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前四半期純損失が１億２千９百万円でありましたが、

売上債権の減少による資金の増加及び仕入債務の減少、たな卸資産の増加による資金の減少等により、４億２千５

百万円の資金が減少(前年同期は８千７百万円の資金が増加)いたしました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による資金の減少等により、２億４千９百万

円の資金が減少（前年同期は７千３百万円の資金が減少）いたしました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローについては、借入金の増加による資金の増加及び配当金の支払いによる資金の

減少等により、１億３百万円の資金が増加（前年同期は６千５百万円の資金が減少）いたしました。 

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における研究開発費の総額は5,936千円となっております。なお、研究開発活動の状況に

重要な変更はありません。

 

EDINET提出書類

靜甲株式会社(E01684)

四半期報告書

 8/27



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,200,000

計 19,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,250,000 6,483,323
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

単元株式数

100株　

計 5,250,000 6,483,323 ― ―

（注）第２〔事業の状況〕３〔経営上の重要な契約等〕に記載している株式交換により、平成22年８月１日に普通株式

1,233,323株を新規発行いたしました。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
― 5,250,000 ― 1,337,000 ― 1,242,814

（注）第２〔事業の状況〕３〔経営上の重要な契約等〕に記載している株式交換により、平成22年８月１日に発行済株式

1,233,323株、資本準備金590,761千円増加しております。　

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　  700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,249,100 52,491　 －

単元未満株式 普通株式　　  　200 － －

発行済株式総数 5,250,000 － －

総株主の議決権 － 52,491 －

　

②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

　靜甲株式会社
静岡県静岡市清水区

天神二丁目８番１号
　　　 　700 ― 　　　　　700 　　　　　　0.01

　計 ― 　　　　 700 ― 　　　　　700 　　　　　　0.01

（注）当第１四半期会計期間において、単元未満株式の買取により自己株式が79株増加し、877株所有しており

ます。　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 510 504 500

最低（円） 482 489 480

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。　

役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

　取締役 　特命事項担当 　取締役 商事事業部門担当 　　分部　清史　　 平成22年７月１日

　取締役 　特命事項担当　 　取締役

管理部門・冷間鍛造

事業部門担当　秘書

室長

　　中村　元保 平成22年７月１日

　取締役 包装機械事業統括 　取締役
包装機械事業部門担

当
　　濵髙　光治 平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連

結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１

四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、ときわ

監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,814,997 3,388,654

受取手形及び売掛金 2,539,293 2,842,056

商品及び製品 896,187 767,161

仕掛品 858,744 558,339

原材料及び貯蔵品 32,028 29,308

その他 460,789 410,271

貸倒引当金 △7,200 △7,854

流動資産合計 7,594,840 7,987,937

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,283,306

※1
 2,309,428

土地 3,604,534 3,604,534

その他（純額） ※1
 870,689

※1
 889,820

有形固定資産合計 6,758,530 6,803,783

無形固定資産 45,283 41,575

投資その他の資産

投資有価証券 1,399,085 1,430,478

その他 749,437 746,508

貸倒引当金 △89,670 △89,670

投資その他の資産合計 2,058,853 2,087,316

固定資産合計 8,862,666 8,932,675

資産合計 16,457,507 16,920,613

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,370,145 2,025,200

短期借入金 181,753 29,004

未払法人税等 15,797 132,161

賞与引当金 512,188 337,064

その他 843,400 763,441

流動負債合計 2,923,284 3,286,872

固定負債

長期借入金 81,910 81,910

退職給付引当金 686,892 664,258

役員退職慰労引当金 124,018 124,934

資産除去債務 48,114 －

その他 173,869 187,693

固定負債合計 1,114,804 1,058,795

負債合計 4,038,089 4,345,668
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,337,000 1,337,000

資本剰余金 1,242,814 1,242,814

利益剰余金 7,518,415 7,610,401

自己株式 △597 △558

株主資本合計 10,097,632 10,189,657

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 249,281 268,588

評価・換算差額等合計 249,281 268,588

少数株主持分 2,072,503 2,116,698

純資産合計 12,419,418 12,574,945

負債純資産合計 16,457,507 16,920,613
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 4,300,595 4,198,321

売上原価 3,490,170 3,335,777

売上総利益 810,424 862,543

販売費及び一般管理費 ※1
 974,474

※1
 989,281

営業損失（△） △164,049 △126,737

営業外収益

受取利息 82 137

受取配当金 15,183 15,228

その他 12,855 25,541

営業外収益合計 28,121 40,907

営業外費用

支払利息 2,523 894

売上割引 3,694 5,001

為替差損 － 1,918

その他 362 897

営業外費用合計 6,579 8,711

経常損失（△） △142,508 △94,541

特別利益

投資有価証券売却益 － 1,001

貸倒引当金戻入額 － 653

特別利益合計 － 1,655

特別損失

固定資産除却損 1,089 1,375

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 35,166

特別損失合計 1,089 36,541

税金等調整前四半期純損失（△） △143,597 △129,428

法人税等 △41,732 △46,327

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △83,100

少数株主損失（△） △28,458 △33,107

四半期純損失（△） △73,406 △49,992
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △143,597 △129,428

減価償却費 125,123 116,994

貸倒引当金の増減額（△は減少） 201 △653

賞与引当金の増減額（△は減少） 176,964 175,123

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,354 22,633

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 684 △916

受取利息及び受取配当金 △15,265 △15,365

固定資産除却損 1,089 1,375

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,001

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 35,166

売上債権の増減額（△は増加） 299,998 668,277

たな卸資産の増減額（△は増加） 41,471 △376,719

仕入債務の増減額（△は減少） △583,500 △672,693

未払消費税等の増減額（△は減少） 41,854 △103,699

その他 68,517 △26,388

小計 33,897 △307,294

利息及び配当金の受取額 15,279 15,373

利息の支払額 △2,689 △1,275

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 40,958 △132,721

営業活動によるキャッシュ・フロー 87,444 △425,918

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △85,509 △239,179

有形固定資産の除却による支出 △187 △568

有形固定資産の売却による収入 76 81

無形固定資産の取得による支出 － △6,425

その他 12,565 △3,173

投資活動によるキャッシュ・フロー △73,055 △249,266

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,000 160,000

長期借入金の返済による支出 △7,251 △7,251

自己株式の取得による支出 － △39

配当金の支払額 △39,782 △40,195

少数株主への配当金の支払額 △8,054 △9,067

財務活動によるキャッシュ・フロー △65,088 103,446

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △1,918

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △50,697 △573,656

現金及び現金同等物の期首残高 1,830,704 3,383,654

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,780,006

※1
 2,809,997
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ339千円、税金等調整前四半期純

損失は35,506千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は48,114千円であります。

（2）企業結合に関する会計基準等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基

準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「持分

法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）及

び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定

方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して

貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっ

ております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。　　　　　　　　　　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,955,378千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,883,869千円で

あります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。

給与 343,006千円

賞与引当金繰入額 88,034千円

退職給付引当金繰入額 15,601千円

役員退職慰労

引当金繰入額
5,947千円

貸倒引当金繰入額        201千円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のと

おりであります。

給与 341,934千円

賞与引当金繰入額 88,618千円

退職給付引当金繰入額 15,203千円

役員退職慰労

引当金繰入額
5,834千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,785,006千円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△5,000千円

現金及び現金同等物 1,780,006千円

 

現金及び預金勘定 2,814,997千円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△5,000千円

現金及び現金同等物 2,809,997千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  　普通株式　　　　5,250,000株

２. 自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　877株　

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

第108回定時株主総会
普通株式 41,993 8 平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　
産業機械事

業（千円）

冷間鍛造事

業（千円）

電機機器事

業（千円）

車両関係事

業（千円）

不動産等賃貸

事業（千円）
計（千円）

消去又は全社

（千円）

連結　

（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

（1）外部顧客に対す

る売上高
1,227,480189,959508,9012,344,30929,9444,300,595― 4,300,595

（2）セグメント間の

内部売上高又は振替高
141 ― 1,1005,6135,77212,627△ 12,627 ―

計 1,227,621189,959510,0012,349,92335,7164,313,222△ 12,6274,300,595

営業利益又は営業損失

（△）
63,389△ 8,134△ 10,915△ 86,93410,005△ 32,589△ 131,459△ 164,049

　（注）　　事業区分の方法　

事業区分の方法は、製品（商品他）の類似性、共通性により下記の事業に区分しております。

産業機械事業……包装機械関係製品・環境機器

冷間鍛造事業……冷間鍛造製品

電機機器事業……空調機器・冷凍機器・FAシステム機器・電子機器・空調設備設置工事

車両関係事業……自動車販売・産業車両・タイヤ

不動産等賃貸事業……不動産賃貸・レンタカー

 

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）に、本国以外の国又は地域に所在す

る在外支店及び連結子会社はないため記載しておりません。

 

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）に、海外売上高がないため該当事項は

ありません。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、製品（商品他）別の製造販売体制を置き、取り扱う製品（商品他）について戦略を立案し、事業活

動を展開しております。

　したがって、当社グループは、製造販売体制を基礎とした製品（商品他）別セグメントから構成されており、「産業

機械事業」、「冷間鍛造事業」、「電機機器事業」、「車両関係事業」、「不動産等賃貸事業」の５つを報告セグメン

トとしております。

　「産業機械事業」は、包装機械関係製品・環境機器を製造販売しております。「冷間鍛造事業」は、冷間鍛造製品を

製造販売しております。「電機機器事業」は、空調機器・冷凍機器・ＦＡシステム機器・電子機器の販売及び空調設

備設置工事を行っております。「車両関係事業」は、自動車・産業車両・タイヤを販売しております。「不動産等賃貸

事業」は、不動産賃貸・レンタカーを取り扱っております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

 

　　　　　　　報告セグメント 　

合計産業機械事業

（千円） 

冷間鍛造事業

（千円）

電機機器事業

（千円）

車両関係事業

（千円）

不動産等賃貸　事

業（千円）　

売上高     　  

（1）外部顧客への売上高 605,830366,548730,2892,469,03426,617　 4,198,321

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
127 － 3,375 8,367 5,771　 17,641

計 605,958366,548733,6652,477,40232,388　 4,215,962

セグメント利益又は損失

（△）
38,432 44,174 4,551△93,243 10,475　 4,390

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 4,390 　

セグメント間取引消去 685 　

全社費用（注） △131,813 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △126,737 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,971円17銭 　 １株当たり純資産額 1,992円34銭　

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 13.98円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 9.52円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純損失（△）　（千円） △73,406 △49,992

普通株主に帰属しない金額　（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（△）　（千円） △73,406 △49,992

期中平均株式数（千株） 5,249 5,249

（重要な後発事象）

（静岡スバル自動車株式会社の完全子会社化）

当社は、平成22年５月14日付の株式交換契約に基づき、平成22年８月１日に静岡スバル自動車㈱を完全子会社とす

る株式交換を行いました。

1　結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目

的を含む取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　静岡スバル自動車㈱

事業の内容　車両関係事業　

（2）企業結合日

平成22年８月１日（効力発生日）

（3）企業結合の法的形式　

当社を完全親会社とし、静岡スバル自動車㈱を完全子会社とする株式交換

（4）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

（5）取引の目的を含む取引の概要　

当社は本株式交換により、静岡スバル自動車㈱を完全子会社化することで当社の直接的関与のもと、静岡

スバル自動車㈱の経営の機動性及び柔軟性を高め、事業再構築への取組みを支援することを目的としてお

ります。　

これにより、今後も厳しい経営環境が続く自動車販売業界ではありますが、当社グループの安定収益を確

保し、グループ全体の企業価値の向上を図ります。

　

２　実施した会計処理の概要

本株式交換は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日）に基づき、共通支配下の取引として処理しています。
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３　子会社株式の追加取得に関する事項

（1）取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　　　　590,761千円

取得に直接要した費用　  　―　 千円

取得原価　　　　　　　　590,761千円   

（2）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

①株式の種類及び交換比率

普通株式　当社１　：　静岡スバル自動車㈱　0.41

②交換比率の算定方法

株式交換比率については、その公正性と妥当性を期すため、両社から独立した第三者機関として、当社が日

興コーディアル証券株式会社を、静岡スバル自動車㈱が株式会社サンク・アンド・アソシエイツをそれぞ

れ選定し、株式交換比率の算定を依頼しました。

日興コーディアル証券㈱は、当社及び静岡スバル自動車㈱の普通株式それぞれについて、①ＪＡＳＤＡＱ

市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法を採用し、また、②将来の事業活動の

状況を評価に反映するためディスカウント・キャッシュ・フロー法を採用して分析を行いました。各評価

方式による当社株式１株に対する静岡スバル自動車株式の割当株式数の算定結果は、市場株価平均法では

0.41株～0.46株、ディスカウント・キャッシュ・フロー法では0.22株～0.42株となりました。

㈱サンク・アンド・アソシエイツは、当社及び静岡スバル自動車㈱の普通株式それぞれについて、①ＪＡ

ＳＤＡＱ市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法を採用し、また、②将来の事

業活動の状況を評価に反映するためディスカウント・キャッシュ・フロー法を採用して分析を行いまし

た。各評価方式による当社株式１株に対する静岡スバル自動車株式の割当株式数の算定結果は、市場株価

平均法では、0.41株～0.45株、ディスカウント・キャッシュ・フロー法では0.32株～0.56株となりました。

当社及び静岡スバル自動車㈱は、両社の普通株式がともに上場されていることから、市場株価平均法を重

視して株式交換比率を算定することを相当と認め、また、各社において、上述の第三者機関から提出された

株式交換比率の算定結果を参考にし、かつ両社の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案した上で交渉、協

議し株式交換比率を決定しました。

③交付株式数

普通株式　1,233,323株

（3）発生した負ののれんの金額及び発生原因

①負ののれんの金額　1,484,871千円

②負ののれんの発生原因

少数株主から取得した静岡スバル自動車株式の取得原価が少数株主持分の減少額を下回ったためです。　
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月６日

靜甲株式会社

取締役会　御中

ときわ監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 村松　淳旨　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 松島　達也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている靜甲株式会社の平成

21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、靜甲株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　　

　　　２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月９日

靜甲株式会社

取締役会　御中

ときわ監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 村松　淳旨　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 松島　達也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている靜甲株式会社の平成

22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、靜甲株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　追記情報

　　「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成22年５月14日付の株式交換契約に基づき、平成22年８月１日

に静岡スバル自動車株式会社を完全子会社とする株式交換を行った。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　　

　　　２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　　
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